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本稿では一部有料化や営利企業の参入、介護保険制度の創設など、供給 システムの転換 が
想定していた供給組織の多元化を手掛かりとして、在宅サービスの展開過程を検討す る。在
宅福祉政策の展開過程 を家庭奉仕員派遣制度を中心 として考察 した先行研究 として北場
[2003]がある。北場は日本の在宅福祉政策の展開過程を、第1期(1962年一1969年)を制
度創設期から寝たきり老人対応までとし、第2期(2969=F=一!982年)を寝たきり老人対応の
時期から一..般世帯への拡大 ・有料化まで、第3期(1982年一199⑪年)を.一.・般世帯への拡大 ・
有料化から措置事務への変更 ・委託先の多様化 まで、第4期(1990年以降〉を措置事務への
変更 ・委託先の多様化から介護保険創設まで とい う、4つの時期に区分してその変化の背景
と事業の概要を検討 している[北場,2001]。
・.一方、福祉サービス供給体制と供給組織の理念的区分を行った先行研究 として三浦[19861
を挙げることができる。三浦は福祉サービス供給体制には公共的福祉供給システムと非公共
的福祉供給 システムがあり、さらに前者には行政型供給組織と認 可型供給組織、後者には市
場型供給組織 と参加型供給組織に分けることができる[三 浦,198fi:228-229ユという。公
共的福祉供給 システムとは 「社会福祉ニー ドの充足に必要な財およびサービスを国 または地
方公共団体(政 府)の 責任で供給するものであり、非公共的福祉供給システムとは市場原理
を媒介 し営利 を目的とする供給組織と宗教.Lの目的や特定目的のほかに、愛他主義、相互連
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+nなどの理念にもとついて非営利的な形で参加するものとされる[三浦 ,lsss:225-227]。
本稿では、まず北場による蒔期区分を踏まえたうえで、まず第1期(1962-1982:7老人福
祉法の成立と一部有料化 まで)、第2期(1982…199⑪:..一都 有寧斗化から営利企業の参入まで)、
第3期(1990一'10001営利企業の参人から介護保険制度の創設まで〉、第4期(2000一;介護
保険制度の創設と供給組織の多元化)の4つ に分け.て検討する。北場は在宅福祉の拡大過程
を基準に便宜的に時期区分 したが、....一部有料化やx,44の 参入、介護保険制度の導入など
が供給組織の多元化を目論んだ政策転換であったため、ここではそれを基準に時期区分 し、
各時期における供給組織の変化と多元化の実態を検討する。 しかしながら、実際には4つの
供給組織が必ず しも別々に単独で在宅サービ.スを行ってきたわけではなく、多様な供給の組
み合わせを通 して行われていたため、長 らく福祉供給の主体や責任に対するいわゆる 「.公私
関係Jの あり方が問われてきた事情を踏まえて、ここでは厳格な区分を行 うというより、各
時期の行政システムや供給体制の変化が進行するなかでそれを担う供給組織がいかに変化 し
てきたかを検討する。 さらに供給体制め変化が供給組織の多元化をもたらさなかった原因に
ついてもあわせて検討する。
1.第1期(1962隼 一 簿 繰 卑 老 人福 祉 法 の成 立 か ら
一 音区有 業斗イヒ(2〕ま一zの闘毒其月〉
1962年の老人家庭奉仕員派遣制度が国家補鋤事業として制度化 され、在宅サービスが始ま
った。これは高度経済成長によってこれまでの家族や世帯を単位 とするニーズ(伝統的社会
問題である失業や貧困問題〉に代わって老齢者、障害者、.母子、児童など、特定の人口集団
のニーズ(社 会的不利益集圃)が 顕在化したことへの.一つの対策であった。 しかしながら、
老人福祉法は主に低所得者の基底部分 を占める生活保護階層の老.入対策として成tl:し、生活
保護法による病院入院ではなく、老人福祉法によって養護老人t一 ムに収容 されることにな
り、「少なくとも、結果的には 「生活保護法の医療保障化」を 「解決」する方向で作用するこ
とになったことも否定できない」Czだろう。その後、1969年から寝たきり老人対策が登場 し、
それを支援するホームヘルパー.の数が1,300人から5,900人へと大幅に増員[森,1972;33'.
され、また、自治体事業である家庭mat員派遣制度の実施自治体が急激に増えることになっ
た。このように要保護世帯から寝た きり老人対策として転化 した家庭奉仕員派遣制度は、そ
の派遣対象者のカテゴリーだけを.児た場合、要保護対象からの分離であり、これで在宅福祉
施策が本格化 した[森lil,1999;27]と見ることができる。
1971年か ら 「社会福祉施設緊急整備5ヵ年計画」による福祉需要が急増する中、1973年か
らは老人医療費支給制度が実施 され、高齢者保健福祉 に対する医療サービスの拡大がもたら
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された。この時期における高齢者向けのサービ.ス事業の発展チャンスは老人医療費支給制度
の実施によって阻害 されたとみることができる。つまり、このような保健福祉の対象老人が
横の広 がりをみせるなかで、供給組織の多様化の磯 会であったh',それは実現 されなかっ
た(a1。それは、対象階層が(寝 たきり〉低所得者に限定され.、その隈定のなかでのカテゴリ
ーの拡大はあったものの.それに見合 う供給体制の整備がなされず、供給組織は地方自治体
主導の直営在宅サービスが殆どであった。
以上.のように、この時期には主に施設施策が.中心で.あ.り、自.治体の固有事業 として在宅サ
ービスが先行 し、また行政による老人福祉法に基づいr人 医療費無料化による老人福祉の
代替が行われてきたため、そこには供給組織の多元化に関する議論が芽生える余地が余 りな
かったといえる。
2.第2期(1982年 一1990年:一 部 有料 化 か ら
営 利 企 業 の 参 入 ま での 時 期)
① 老人医療 費支給制度の廃止 と家族介護の重視
ノーマライゼ 一ーシ ョンが進展するなかで、従来の施設重視による保護収容から家族による
介護へ福祉政策が転換 し始めた。このように在宅重視へと変わったことで、在宅サービスに
大きな需要が生まれるはずであった。 しかしながら、在宅福祉サービス重視へと政策が転換
したとしても、そのサービスをどのように実現するかの問題はまったく別の問題である。主
に施設から在宅へ帰ってくる要介護老人を撞 うことと期待 されていたのは、「含み資産Jと し
ての家族であり、「在宅介護 二家族介護」は日本型福祉社会の奨励する福祉政策 として位置づ
けられた.1982年に老人保健法が成立 したが、その背景としては、医療費の高騰による医療
保険の財政悪化、とりわけ国保の財政悪化が深刻 なfA題とな.ったことがあげられる、なかで
も無駄な医療費の主犯とされた 「社会的入院」の解消 という翼指すべ き政策が取られ、その
達成のため、長期入院患者に対する老人保健法の診療報酬に逓減.方式の導入と老人診療に対
する低い診療報酬が採用 された。それ らの政策は施設から在宅へのシフ トを促すものであっ
た。.一一.・方、X952年に 「家庭奉仕員派遣事業運営要綱」の改正で、派遣対象を所得税課税世帯
に拡大するとともに有料制が導入され(5;、これで在宅福祉へのシフ トと派遣対象世帯の拡大、
一部有料化とい.う在宅サービスの体制変化を契機 に、.それを担 う民間団体の福祉分野への参
加が促 されることになった。
② 一部 有料化 と新 たな供給組織の登場
1981年の中央社会福祉審議会の意見具申 「当面の在宅老人福祉対策のあり方について」の
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なかで、費用負担制度の導人が打 ち出され、翌年の厚生省の 「家庭奉仕員派遣事業充実強化」
の方針では、派遣対象要件から低所得の要件(生 酒保護.陞帯、NF;.得税非課税世帯)が ぬけ、
65歳以上の者のいる家庭であって.そ の家族が葱入の介護を行いえないような状況にある場
合(橋 本,19951ui-iii>と拡大 され、課税f帯 に対 して一部有料制が導入された。また、
恒常的かつ臨時的な介護ニーズにも対癒するようになったことで、これ らのサービスに住民
参加型提供団体の参入が目立つようになる。介護青 も一般住晟とりわけ 「主婦」の 日常実践
の範囲として把握するよ.う、な.社会的背.景・基盤が強.化さ..れGli「,../999:38]、介護者(サ
ービス提供者)の 非専門化による参加促進、一部有料制によるサービスの媒介、低所得者 と
いう要件の撤廃による需要の増加が図られた。
財政縮小をはじめとする福祉見直 しによって導入された有料化であったが、現実には在宅
サービスを受けていたその多く対象は低所得世帯であった。しかし、在宅サービスは主に低
所得者に対 しておこなわれたため、在宅サービスの整備が不充分であった。そこで新 しい在
宅サービスの提供主体 として住民参加型の在宅サービス撮供団体が登場しはじめる。1981年
には東京都の武蔵野市が福祉公社 ㈲ を設立したことが注 目を集めと、その後、次々と高齢者
のケアに係わ る多様な領域 での在宅サービスが参画するようになる。これは先に述べたホー
ムヘルパーの増員とホームヘルパー派遣世帯の停滞 という一.一・見矛盾 したかにもみえる状況の
なかで、住民参加型在宅 サービス提供団体の参入はホームヘルプサービスの需要ギャップを
埋める一定の役割を果たすことになった。
さらに、一部有料化を媒介 として多様な在宅サービス供給団体の出現は社会福祉法人や社
会福祉協議会だけでなく、福祉公社や権互扶助団体など、供給組織の多元化に対する議論を
引き起 こした。在宅サービス供給組織の多元化は、それが政策課題となった第2期後半以前
から一部では議論 されて、それが具体化したのは1982年4月に武蔵野市福祉公社の事業が開
始 されてからである。市が設立 した任意団体であるので、経営責任は市が負うことになるが、
事業運営は民間団体と同様に利用者のニーズに柔軟に対応することが目指 された。この福祉
公社 を含 めた新 しい在宅 サービスへの取 り組みは大都市 とその周辺地域に広がっていき、
1989年の271団体まで増えてきた(<表1>参 照)。
1955年、社会保障制度審議会は 「新しい介護施設として、老人病院と特別養護老人ホーム
を統合 し、その長所 を持ち寄ったいわば中間施設ともいうべき介護施設の制度化を真剣に検
討すべきである」 と提言 した。 これ を受けて老人保健施設は、医療サービスと日常サービス
を併せ持つ中間施設として1988年から本格的に実施 された。そこで、一般病床 → 中問施設
一・在宅という経路をたどることが目指 された。
以上のように、在宅サービスの供給体制は、施設から在宅へという政策が主に社会的入院
の解消 を目指 して展開される老入保健制度 と相 まって、在宅サービスの供給組織に多元化 を
もたらした。特にi民参加型福祉提供団体が登場 し、福祉供給に多元化が芽生える時期であ
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ったといえる。 しかし、老人の介護に対応する 「含み資産」 としての家族の役割への過度の
期待 と医療保険の赤字対策としての老人保健制度の問をつなげる政策配慮は見当たらなかっ
たといえる。この 「政策的穴」を埋めるべき在宅サービス洪給組織に多元化の動 きが見られ
るが、この時期は在宅サービXの供給組織はまだ多元化したとはいい難い.そ の理由は第1
に、そのほとんどが行政関与型であったこと、第壽に、競 争.による多元化 というより、行政
とその以外の供給組織との棲み分けに過 ぎなかったこと、sに 、家族や病院の役割が依然
として.大きかったからである......
③ 家 族 と病 院 の 代 替 一 行 政 の 短 絡 的 対 応
さて、一部有 料化 を媒介 として新 しい供給組織 が登場 し、在宅へ戻 って きた要介護 老人に
対 して在宅 サー ビス を担 うこ とに なったと述べ た。北場 も在宅 へ戻 った老人 に対 し、地域 を
基盤 とす る住民参 加型在宅福祉団体 が この退院 して地域 に戻 って くる老人 の新 たな担 い手 と
なった[北 場,2005:271-277]とい う。 しか しながら、果 た して実際 に医療機 関に入院 し
ていた社会 的入院患者 が在宅 に戻 ってきたの かとい うことについてはい ささか疑問が残 る。
<図1>は 、ホー ムヘルパ ー派遣 世帯総数 とホームヘルバ ー総 数 、平 均在院 日数 を示 した
もので ある。 これ を見 ると,1.982年か ら一部有料化 が導 入 され、翌年 には在宅 で介護 すべ き
家族 を支援す るため大幅 なホー ムヘルパ ーの増 員がな され たが、ホー ムヘルパ ー派遣世帯総
数 はそれほ ど増加 してい ない(A-Bの 区間)。北場 のい う 「需給ギ ャ ップ」 の存在 が、相互
扶助組織 や有償ボ ランテ ィアな どを受 け入れ る素地 とな ったことは疑 問の余地 がない。 しか
しなが ら、在宅へ戻 って きた要介 護老入 に対 し、退院者 の退院先 を病 院以外 と断定す ること
はできないので はなかろ うか。当時の派遣世帯数 を見 ると、1981年度 の92,615世帯か ら1982
年度 には87,659世帯へ と減 少 し、1983年度 に4a90,305世帯へ と再 び増 加す る[三 浦,1995:
127]が、1981年水準 に戻 ったの は1985年に な・ってか らであ る、 また、平均在院 日数 も1987
年 にな.って か ら低 下傾 向に入 ることになった。行政の思惑 とこの派遣世帯 数の伸び悩みや長
い.平均在院 日数 にズ レが生 じた理由 は、第1に 、小川[1997:6G]の指摘 の ように、無料か
らJ4n,n有料化 になった ことで、老人奉仕 員派遣 制度の利用 をやめた世帯 が増加 した ことが あ
げ られ る。小川 は有用対 象 世帯の うちs1が 有料化 によ りホー ムヘル パー派遣 をやめた と
指 摘 してい る、,第2に、入院 と退 院 を繰 り替 えや病 院か ら病 院への 「た らい(i?1し」現象 が生
じていた と思われ る ω。第3に 、各施設での処遇 に関わ る総費用 とその うちの自己負担 につ
いてユ989年に経済企画庁総合企画局 が行 った試算(数 値 は1985年の もの)に よると、 自己負
担 以外/自 己負担 は老人 病Rc28.8/4.⑪、老 入保 健施 設25.0/5.0、特別養 護 老人 ホ ーム
10.6/7.8、在宅 療養(介 護者の機会 費用加算>1.7/13.1で、.老入病院 に入院 した方 が もっ
とも自己負担 が少 な くて済 ます ことがで きる[藤 村,1992:243]。このよ うな費用構 造 も社
会 的入院 を助長 した大 きな要困 とな り、在宅サ ービスの需 要の増加 を見込み か ら、ホームへ
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出 典;ホ ー ム ヘ ル パ ー総 数 は 『社 会 福 祉 行 政 業 務 報 告il.各年 度 か ら 、派 遣 世 帯 総 数 は 「図 説 高 齢 者 白 書 』 各 年 度
か ら、 平均 在 院 日数 は 北場[2001]よ り筆 者 作 成 。
ルパーの総数を増加 させたが、それが直ちにホームヘルパー派遣世帯数の増加につなが らな
かった原因であると思われる。
振 り返ってみると、一部有料化の導入は新たな供給組織を含めて多様な供給組織の在宅サ
ービスへの参入を促すはずであった。しかし.行政直営型在宅サービスが中心的役割を担い、
行政関与型や住民互酬型は行政直営サービスの代替ではなく、あくまで当該地域の自主的会
員組織にとどまる、いわば 「公私の棲み曾け」のなかの展開で しかなかった。行政側 もとり
わけ老人医療費を別勘定にしておくことに集中し、在宅サービスの供給体制の整備を促す政
策転換までには至らなかったと思われる。
3。第3期(醤90奪 一烈 ◎G葺:営利企業の参入から
介護保険の創設 までの時期)
①行政 サービスの外部化 一社会福祉協議会 への 委託の強化
1990年の 「老人福祉法等の一部を改正する法律」により、ホームヘルパー派遣事業は老人
居宅介護事業として位置づけられ、老人デイサービス事業 と老人短期入所事業とともに、老
人居宅生活支援事業 と呼称 された。在宅サービス提供.セ体もこれまでの 「社会福祉法人(e)そ
の他の者に委託 して行 うJか ら 「当該市町村以外の者に委託できる」と変わり、市町村社会
福祉協議会を在宅福祉サ 一ービスの企画 ・実施団体として法律に明記したこともあって、社会
福祉協議会へ在宅サービスの委託、とくにホームヘルプサービスの委託が集中するようにな
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っt=rsaz年12月に定 め られ た 「老 人家庭奉仕 員派遣事業運営要綱」 には 「やむを得 ない理
J'ある場合 には、市町村 は派遣.世帯 、サー ビ.ス内容及び費用.負担区分の決定 を除 きこの事
業の一一部 を当該社会福祉協議.会等 に委託す ることがで きる」 と規定 して いたが、それ が1989
年5月 の要綱 では 「やむ を得 ない」が削除 された。 これ は先行す る:委託先 の拡大 につ じつ ま
を合わせ るもの ともい える[橋 本,1995:248]。この こともあって、社会福祉協議会 に対す
る委託は急速に高 まることになる。
と.はい え、 ホ ームヘ ルパ ーの委 託 は198G年代 には..50%を超 差 なか った 。1980年度 は
38.7%でその後 は市町村の直営 ヘルパ ー(公 務 員ヘルパ ーiの 増員 が先行 して続 いたので 、
委託率 も1990年度 までは48.3%で、ヘルパr総 数 の半.分程度 を占めていた。 しか し、 これが
1991年か ら50%を超 え、新 ゴル ドブ ランの策定年度 で ある1995年に は85,2%まで膨れ上 が
り、1999年度現在 の委託 率は93.4%になった 〔8}。それで はホームヘル プサ ービスの委託 の拡
大はいか なる提供主体 によって実施 されて いるの か。す.なわち、委託先は誰で あ るの か を見
てみ よう。
ホームヘル プサービスの委託先 を 「厚生省報告例(各 年度)」でみ ると、「社会福祉協議会」、
「特別養護老人 ホーム等 を経営 してい る社 会福 祉法人」、「その他 」 とい う3つ の区分 しか ない
が、 それ ぞれ の割合 が33.1%、11.7%、45.6%であり、単一 団体 としては社.会福祉協議会 が
最大の委託先で ある[河 合,1999:6]。この現実 に対 し、措置委託費 にioo%近く依存 して
い る民間社会福祉法人 が殆 どであるため、民間社会福祉事業 と民 間サー ビスの区別 は、「委託
費(公 費)J私 営 社 会福 祉 事 業 と 「私 費」 私 営 社 会福 柾 事業 の 区分 に す ぎな い[星 野,
1995:25]とい った批判 を受 ける ことになった。 こ.の時期 に民 間企業 まで在 宅サ ービスに参
入で きるよ うにな り、形 式上 は在宅 サービスの供給 をめぐって競争 が起 きるはずであったが、
現 実に は公的部門の供給縮小 と民 間部門の社会福祉協議.会独占(委 託の強化)が 顕著 になっ
た。
.一方、委託の強化が進む 中で、在宅サ ービス提供主 体 として.事実上参加で きるようにな.っ
た民間団体 はこの時期 どの よ うに活動 して いたで あろ うか。民間営利団体 と民 間非営利 団体
を分 けて順次 に見てみ よう。
② 民間営利組織一 シルバーサ ービス振興会
1987年12月に出された福祉関係3審議会合同.企画分科会の報告書 「今後のシルバーサービ
ス(m;の在 り方について」では、公的サービスの適用範囲を利用者の所得が低いため、民間
によるサービス提供が期待できない場合と市場機構がうまく機能せず、民間サービスの供給
が十分でない場合に限定 し、それ以外はシルバービジネスによる創意 ・工夫を活か した多様
なサービスの健全育成が必要であると、公的サービ.スと.民間サービスの位置づ けを行ってい
る。
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t一 ムヘル プ事業 の民 間企業への委託 は、1988年に厚 生省 が設 けた在宅 サー ビ.スのガ イ ド
ライ ンを満 たす企業 で あれば、民 間企業で も委託で きる旨が明記 され 、1989年の 「家庭奉 仕
展派遣事業運営 要綱」 によってシル バー.サー ビス振興.会の認定 を受け、民間企業 も在宅 サー
ビス事業 に参 .入できるよ うになった。ryas年には 「高齢者保健 福祉推 進十 力年戦略」、翌年
の老人福祉法改正 に よって 「社会福祉法人 その他 の団体」か らr当 該 市町村以外の者」 にま
で委託が拡大 され 、民 間事業 を公的事業 に抱 え込 む ことに なった。民 間営利 企業は市町村 か
ら受託 す ること も、対象老人.を掘.り起 こす ご..と.もで きる..よ.う.になったが、実際にはそれが う
ま くいかなか った。 まず 、国家補助単価 の低位 性 に規定 されて委託費 が安 く、その対象者数
が限定 されて しまうことで 、採算割 れ にな りかね ないため、委託事業 に積極 的に乗 り出 さな
か った[横 山,1995:4-13]。次 に、同一サー ビスにおけ る二重価格(1時 間 当たり利 用者の
負担額 は、公 的サー ビス無料か ら800円、民 間企業2千 円か ら2千5百 円)と ホームヘル プサ
ービスの1時 間 あた りの経 費は、市町村 の常勤職 員5,040円、市町村 の非常勤職 員1,670円、
民間 シルバ ービジネス2,486円、福祉公社 等の登録型市民 ヘルパ ー1,113円となっている[シ
ルバ ー ビジネス振興 会,1995]。公費支給の基準 となってい る措置費単価 ・補助 単価 など と比
べて実際の コス トがそれを .t回って お り、購買力 の ある高齢者 は限 られて しまいがちで あっ
た。購 買力の ある高齢者 であって も、例 えば重介護 を必要 とす る状 態の高齢者 は老人病院 な
どへ の長期入院す る方 が在宅 サー ビスと比べて 、安 い料金 で ケアが可能で あるため、 シルバ
ーサー ビスに対す る在宅 サー ビスの需要が顕在化 しなか った[加 瀬,1993:63-64]。一方、
直営 ヘルパー派遣事業 におけるその差 額は市町村の..一'般会 計 か ら補填 されてい るはずで あっ
た[宇 野,1998]。
この ように、当時の シルバ ービジネ.スとい う在宅福祉 サeス の民営化 は、「競争 なき民間
委託」[武智,19963であ り、「政府財 源の軽減 化 と利用者負 担 を図 りつつ 、他組織 であ る非
営利 団体 を委託先 として疑似組織 内的位置 に包摂 する組織再 編成 として理解 され るべ きもの」
[藤村,1999:229]と位置 づけ ることができる。
③ 民間非 営利 団体 一住 民参加型在宅サ ービス提供団体
前述 したように、住民参加型在宅サービス提供団体は1982年の武蔵野市福祉公社の設立に
よって注目され始め、isso年代後.半になると、利用者数やサービスの種類などを着実に伸ば
してきた。これらの住民参加型在宅サービス提供団体が営利企業 とは違って、この時期に安
定的に成長してきた理由は何であろうか。それはまず、登録ホームヘルパーなどを利用 しな
が.ら、地域に密着 した柔軟なサービスができたこと、サービスの提供 コス1・の面で営利企業
より優位 に.立っていたこと、などが挙げられる。特に行政関.与型である福祉公社などでは、
利用者が支払 う料金の殆どが.サー ビ.スを提供 したヘルパーに渡 され、事務経費や間接経費な
どは当該行政が補助をするため、低い料金でサービスの提供がで きた。それに加えて、措置
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<表1>住 民参加型在宅福祉サービス提供団体数の推移(単 位 団体数)
類型 19871988198919961991199219931994199519961997
住民互酬型4160
社協運営型2961
生活協同組合型1323
農業協同組合型n.an.z
福祉公社614
施設運営型1814
.その他..3135
75
90
34
n.a
lS
is
41
91107147195
168126148173
31324D47
1222
2727:il36
14349
373741-38一
246346435549
224249263'LS1
54777599
23'L73037
39424551
55H13
-1449
合計 138207271309334413475592751SfiO1029
前年度比増加数 696438257962117/59109169
出典:全 国社会 福祉協議会[1997]より作成。但 し、 ワー カー.ズ・コレクテ ィブや ファ ミリーサービ.スク ラブの集 計
を除 いて集計 したた め、元の デー タの集計 とは違 う点に注意.な お、行政 関与 型 を福祉公社 として類型化 した.
委託対象ではないが、病院での介護は望 まない対象に自由な契約にもとついて在宅サービス
を提供できることには非常に多くの対象者か ら支持を受けていたと思われる。
また、従来は公務員ヘルパーが被保護世帯、低所得者、重度の要介護者のサービスを担当
し、福祉公社などは比較的に対応 しやすいケースを担当する一種の役割分担が行われ、公的
サービスの代替はしないことが原則 とされてきたが、行政からの受託も増えたこともあって
サービス提供団体数 も着実に増加し、1997年現在には1,029団体に達 している(<表1>参
照)、
このように、住民参加型在宅サービス提供団体数が増加するにつれてその役割に対する期
待 も大 きくなり、「地域によって、行政による公的な福祉サービスのF`すき間"を埋める組織
から、"下支 え"の組織へと機能転換を要求J[藤村,1999:230]された。一方、社会福祉
協議会はこれまでの受託によるサービス提供に加えて、自分を母体とする住民参加型在宅サ
ービスを提供 していることから、在宅サービスのニーズが多様化、重度化、増大することを
早急に検討 しなおすことで、(1行政主導によるサービス基盤整備のなかで、どう主体性を発揮
す るかを模索」[全国社会福祉協議会,1996:18]するようになった。
以上、この時期はこれまでの行政と民間組織の在宅サービス供給における 「棲み分け」か
ら、行政サービスの外部化が行われるなかで、供給体制が複雑化しつつ、社会福祉協議会、
民間営利組織、住民参加型在宅サーCス提供組織など、供給主体間の組織閲の再編成が模索
されたとみ ることがで きる。多元化が供給組織間の競争 を通 して達成 されるとすれば、この
時期の提供主体の多元化は行政の直接サービス提供から社会福祉法.人や社.会福祉協議会など
を通 じた措置委託 を強化へ と傾斜 し、行政サービスの外部化 に過 ぎなかった[武 智,1993]
といえる。そのことは、在宅サービス市場への民間企業の参入 も措置委託制度においての競
争であったこともあって、供給体制そのものの転換が議論 されるようになるU/;。
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4.第4期(2000L:d降=介護保険製度の創設 と
福祉供給組織の多元化)
厚生省は1996年6月に 「介護保険制度案大綱」 を発表 したが、その中では 「介護サー ビス
の提供主体に対する規制緩利を進め、多様な民間事業者の参入を促すことより、介護関連の
市場や雇用の拡大につながる制度とす.る.」(i2;.という基本的.な考 え.方を述べている。公的介護
保険が導入されると、多様な供給組織が在iサ 一ービスに参入することになり、これまでの措
置委託に代表 されるように、福祉サー ビスの契約は随意契約であるとされたため、競争のメ
カニズムが存在せず、法人格を持たない場合、自治体のサービス委託を受けることも困難で
あった。しかし、現在では措置委託がな くなった以上、すべての提供主体は同 じ条件でサー
ビスを提供 しなければならなくなった。<表2>は2000年4月から介護保険制度がスター ト
した時点から2004年9月現在までの居宅介護支援事業の推移 を示 したものである。指定件数
が直ちにシェアを意味する者ではないが、この〈表2>は 、少なくとも在宅サービス市場に
おける各主体のシェアを間接的に示 していると.見ることができる。供給組織 が多元化 したと
いうことは、医療法人、営利企業、社会福祉法人(社 会福祉協議会以外)の3提 供主体 によ
る指定件数が86%にのぼる.ことである。ある意味で、介護市場では現在のところ、これらの
3事業による3等分が行われているといえる。また、介護が看護とのつながりが強いことから、
看護ステーションでの訪問看護や通所 リハビリを中心として医療法人の増加が口U.つことと、
非営利企業の高い指定件数の増加傾向が特徴である。 しかしながら、サービス種類別指定件
数を見ると、必ず しも医療法人、営利企業、社会福祉法人の3提供主体に固定 され続けると
は限 らない。社会福祉協議会の訪問介護と通所介護、営利法人の訪問介護 と福祉用具貸与な
<表2>居宅サービス事業の指定件数の推移 (単位=件)
社会福 社会福 民法法人 非営利
法人種別 祉法人 祉法人 医療法人(社 団 ・
(社協以外)(社 協)財 団)
地 方 公営利Y人 法 人 農 協 生 協
共 団体(NPQ)
平成12年4月
平成13年9月
平14年.4月
平成14年8月
平成16年4月
平成16年9.月
4,881
15,372
15,778
16,344
18,302
19,040
2,289
4,A78
4,$96
4,958
5,034
5,131
5,586
44205
4&,050
asses
55,887
57,925
1,104
2,740
2,823
2,918
3,188
3,259
4,617
23,647
zs2ss
28,793
40,664
45,035
:6S
777
988
1.159
2,058
2,343
236
36S
999
1,018
1,i2s
1,175
521
1,491
1,578
iszs
iss2
1,907
1,703
sssr
5,659
5,74G
ssss
6,108
増加率 290!ｰ/a124.2%937-0%194.7%5754%1294.6%397.9%266:0%255.7
注:地 方 公共 団体 の数値 は合 計の もので あり、ここで い う増加率 とは、調査 開始 時の平成u年4月 の介護保険制度 の
実施 当時の数傾 と平成16年9月の数値 を比較 したもので ある。但 し,指 定居宅 サー ビス事業 所の指定件数の 中に
は 「みな し指定」 を受 けた事業所 は入ってい ない 。
出典:Y成12年4月 のデー タは社会保険研究 所 『介護保険情 報2GOO,6』から、他 のデー タはWAMNErのホームパ ー
ジから筆 者作成.、
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ど、各々の強みとするサービスに特化する傾向が見られることも事実であろう。このような
供給組織構造がこのまま続くかどうかは不明であるが、介護保険制度が成立する前から危惧
されていた営利企業の独占 ・寡占は、今の段階では顕在化 しておらず、現時点での介護保険
の指定を受けた事業者開設法人の種類のなかで、最大の供給組織は医療法人である。とはい
え、その状況が今後も続くとは限らない。現状はそれよりもっとダイナミックな様相を見せ
ている。介護保険制度が導人されてから、情報共有保険会社と商事との提携のような民間企
業間の連携、営利企業と非営利団体と.の.事務提携や共同設立など、様々な供給組織が生 まれ
ている 〔13}。
これまで社会福祉協議会や福祉公社は行政の設定した要綱や規則に基づいて在宅サービス
の供給 を行ってきた。当然のように、ここにはヘルパーの派遣回数などのサービスの選択裁
量が少なかった。これが介護保険制度の導入を.契機に利用者の選択の余地が拡大 した。「選ば
れるサービス」から 「選ぶサービス」への供給体舗の転換は、供給組織の多元化をもたらし、
介護サービスの質量 ともに増加させ、さらには高齢者対策に対する人的サービスや介護関連
領域 を、これからの産業のひとつとして育てていくζとになった。これまで介護サービス供
給組織 はそれぞれの依拠している特別法の相違から、公.正な競争が保障 されてきたわけでは
なく、社会福祉法による社会福祉法人(社 会福祉協議会を含む)に対する優遇がなされて き
たといえる。しかし、税制上の扱いを含めて公益性の高い社会福祉法人を民間企業 と同等に
扱いをすることには当面は難しいのが現状であろうph;。もっと基本に立ち返って考えれば、
河合が述べるように、「住民主体による福祉コ ミュニテ ィづくりに社会福祉協議会の使命や役
割があり、シ.ルバービジネス等のほかのサービ.ス提供機関と同例に属 し、競.争する必要は必
ず しも適当ではない」[河合,1999:14]かもしれない。
いずれにせよ、介護保険制度の創設により、公的機関のみが.介護サービスの供給組織であ
る当為性 はなくなり、営利 ・非営利 を問わず民間団体や業者が多様なサービスを提供 してい
る。社会福祉法人(社 会福祉協議会など)や医療法人は新たに法人狢を取得する必要がない
ため、介護保険制度における轡d:NFOとなりうるのは当分の間は相互補助型、福祉公社等に
隈 られ るだろう。
終 わりに
これま.で、一部有料化や営利企業の参.入、介護保険制度の創設など、供給システムの転換
が想定していた供給組織の多元化を手掛かりとして、在宅サ…ビスの展開過程を検討 してき
た。第1期には老人医療費無料化制度 もあって在宅サービスに対する供給組織の多元化が生
じることはなかった。第2期には施設から在宅へという流れの中で、一.一部有料化を媒介とし
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て新たな供給組織による在宅サービスが提供 された。しかし、「在宅.介護 嵩家族介護」という
当時の政策意図のため、それらの新 しい在宅供給組織のく,及は1980年代後半まで待たなけれ
ばならなかった。この時期には重い介護や低所得者に対 しては行政直営型が、相対的に軽い
病症には措置委託型が対応 し、それ以外は新たな提供団体が対応する棲み分けが先行 し、競
争がもたらす供給組織の多元化には至 らなかった。第3期には民間営利企業 にも委託が可能
となるなど、一見 したところ、供給組織が多様化 したかに界、えるが、実態 は委託の強化 と行
政サ.「ビスの外部化であり、.そ.の.中.で.の各供給組織の再編成.が模索.さ.れた。第4期になって
措.置委託制度から契約利用制度へと変わったことで、供給組織間の競争体制が整備 され多元
化が実現 した。
【注】
(1>在宅サービスとは、ホームヘルプサービス、ショー トステイ、デイケアの在宅福祉サービスのこと
を指すが、ここでは主としてホームヘルパーサービスを考察の対象 としたい。
(2).一.部有料化とは、これまでの行政による措置委託(無 料)か ら行政による在宅サービ.ス利用にかか
った費用の一一部を当該者であるサービス利用者が.X払うことを意昧する。
(3)当時には特別養護老人ホームの数が絶対的に不足 していたため、老人性退行疾患を持つ生活保護階
層の老人は病院ではなく、養護老人ホームか在宅 しか選択できなかった。詳しくは橋本[1986:
33ユを参照。
(4)当時の社会局の方は、一般会計予算から医療費の補助のために大量の資金を投入することになれば、
高齢者向けのより小規模な諸事業の発展がwaさ れると(正 しく)予想 していたという。詳 しくは
Carnpbe】1[1979=1953:396-420]を参aFo
(5>小川栄二.:[1991:40]によると、1982年の 「家庭奉仕員派遺事業運営要綱.」の改定に 「医療機関等
との連絡」が新たに家庭奉仕員のサービスの内容に加えられたことで、その改定は老人保健法によ
る高齢者への退院強要のための在宅受け皿づ くりであったと分析している。
(6)福祇公社 とは、地域の福祉活動を目的に会.h.9で運営 される非営利団体一般 を指す。実際には、協
会、事業団、公社 というように、地域によって名称は様々である。 とはいえ、非営利を目的とし、
幅広い社会参加、会員制の有償サービスという点では共通 している.ま た、福祉公社に関する評価
も、設立や運営を市町村がuし 、住民が労働力供給の側面 を担うという意昧で、「第3セクター方
式」であるとか 「半公半民方式.i「別動隊」などのように、実に様々である。とりわけ、福祉公社
の定義を行ったものとして武智[1993:347]を、福祉公社の現状を批判的に考察 したものとして
高野[1993:155]を挙げておく。
(7)これは、当時の入院患者の入院前の居場所と退院先 を調べれば、明 らかになるだろう。間接的では
あるが、小山[1993:370-353]は、入退所経路では医療機関から老人保健施設を経由して再び医
療機関へ移ったのは調査対象の53.9%に上 り、その傾向が高 くなっていると指摘 している。入所前
に病院にいたもので、退所先が家庭であるものは30%にすぎない。このことに鑑みれば、同居率を
考慮 したとしても、中間施設のなかった当時においては、退院先が家庭になっていた可能性が低い
と考えねばならないのではないか。
、『
?
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(8).市町村の直営ヘルプサービ.スの担い手である公務員ヘルパーは、1991年度の23.237人をピークに翌
年には15,626人へと急速に減少し続け、1997年現在の7'L,37t入まで減少した.こ の定員削減策のひ
とつとしては公務員ヘルパーのなかでは民間団体へ.出向 させる形で、定員を.削減することも多かっ
たという。また、市町村または社会福祉.協議会や福祉公社などにヘルパーとして登録 し派遣 され る
「登録ヘルパーJな ども委託のヘルパーとして多くを占め.ている。
(9)社会福祉法人については、憲法第89条は 「公金その他の財産は…公の支配に属 しない慈善、教育 も
しくは博愛の事業に対 し、これを.支出 し、またはその利用に供 してはならない」と公私分離の原則
を定めた。それを受けて社会福祉事業法第5条は 「社会福祉事業を.経営する者.は、不当に国および
地方公共団体の財政的、管理的援助を仰がないこと」とし、そこで、公的資金 を導入するために、
公の支配に属するものとして設立したのが特別法人の社会福祉法人である。
(10)シルバーサービスの定義は、第1に、営利企業の提供するサービス、第2に有料を媒介として行われ
るサービスのすべて、第3に公 と私、有料 と無料を含めてのサービスなど、大別 して3つに分けて定
義できる。ここでのシルバーサービスは主に第iの営利企業の提供するサービスー般のことを指す。
すなわち、委託による社会福祉協議会のサービスと住民参加型福祉提供団体などは、ここのシルバ
ーサービスの範疇に入らないことに留意する必要がある。
(11)横山[1995]は「民活福祉」というシルバーサービスの長期振興構想が管理運営主体と供給主体 と
を機能分割する公私連携型シ.ステムを指向することになったことで、行政と民間がそれぞれ分担 し
あうシステムを社会保険方式で支えようとするもので、具体的には公的社会保険に他ならない、と
いう。
(12)厚生省高齢者介護対策本部,『高齢者介護保険制度の創設について』,ぎょうせい,1996,PP.211-
ziz_
(is)非営利組織と民間企業との提携に関する事例を紹介した論文として島津[1996]を参照。
(ユ4)当時の厚生省.介護保険制度施行準備室室長の高井康行は、税制面で民間企業が社会福祉法人より競
争..と不利になることの指摘に対 し、「公益性の高い社会福祉法人と闘様の税制.上の扱いを企業にも求
めるのは当面は難しいだろう」と.G/Xしている 『日経 ビジネス1999.S.10号』。
鯵 考 文 献 】
荒 本 誠 之,igS2,「老 人 保健 制 度 の意 義 と 課 題Hジ ュ リス ト』Na.766
Campbell,J.C.,1979,ｰTheOldFeopleBoomandJapanesePolicyMalting",,ノ'onrn｢lofJapaneseStudies,5
-2(乎 岡 公 一 訳 ,1983、「日本 に お け る老 人 福 祉 政 策 の 形 成 過 程 」 社 会 保 障 研 究 所編 『季 刊 社 会 保
障研 究 ∫Vol.Y$No..4)
橋 本 宏 子,1986,「老 人 福祉 法 の 制 定 過 程 」 『社 会事 業 史 研究 』No、14
橋 本 宏 子,1995,『福 祉 行政 と法 高 齢 者 福 祉 サ.一ビス の実 態1尚 学社
平 岡 公 一,2004,「社 会 サ ー ビス の 市場 化 をめ ぐ る若 十 の 論点 」 渋 谷 博 史 ・平 岡 公 一..・編 著 「講 座 ・福 祉 社
会 学11福 祉 の 市場 化 をみ る眼 』 ミ ネル ヴ ァ書 房
星 野 信 也,1995,「措置 委託 制 度 と介 護 保 険 」 『社 会福 祉研 究1No.63
星 野 信 也,1995,「介護 保 険 制 度 の 前 提 条 件 一社 会 福 祉供 給 体 制 の 転換 」 『週 刊 社 会 保 障 』No.182fl
藤 村 正 之,1992.「自治 体 福 祉 政 策 の 実 施 構 造 」 社 会 保 障 研 究 所編,『 福 祉 国 家 の 政 府 間 関 係1東 京大 学
山版 会
一199一
在宅サービスの展開過程に関する....考察
藤村正之,1999,『福祉国家の再編成」東京大学出版.会
伊藤周平,1993,「公的在宅福祉サービスの現状と政策的課題」『季刊社会保障研究』Vo且.29,No.2
伊藤周平,2002,「高齢者福祉サービ.スの政策動向と構造変化.」『大原社会問題研究所雑誌』No.525
加瀬裕子,1993.「在宅ケアとシルバーサービス」「ジュリス ト.4993増版』
河合克義,asss,「介護保険、社会福祉基礎構造改革と社会福.祉協議.会のゆくえ」『賃金と社会保障』No,
1257
河合克義 ・小川栄.=,1993,「地域福祉における費用徴収問題.」,小Jq政亮 ・垣内国光 ・m7克義編著,
...1993,『社会福祉の利用者負担を考.z.る.1..ミ.ネ.ノ1・.ヴァH.............
北場勉,LOO1,「わが国における在宅福祉政策の展開過程一.老人家庭奉f」二員派遣制度の展開過程を中心に
..・『一」『日本社会事業大学研究紀要』No.48
北場勉,2005,『戦後 「措置制度」の成立と変"a"1法律文化B!
厚生省編,1983,『昭和57年版 厚生臼書』大蔵省印刷局
厚生省大臣官房統計調査部,各年度,『社会福祉行政業務報告:厚 生省報告例」厚生統計協会
厚生省高齢者介護対策本部,1996,『高齢者介護保険制度の創設について』ぎょうせい
小山秀夫,「老人保健施設制度の展開と評価」『季刊社会保障研究』Vo1.28,No.4
三浦文夫,1956,『社会福祉政策研究一社会福祉経営論ノー トー 1全 国社会福祉協議会
r浦文夫編,各 年度,『図説高齢者白書』全国.社会福祉協議会
森幹&li1.9T1,「ホームヘルプサービス.一...歴史 ・現状 ・展望一」『季刊社会保障研究』Vol.8,No.2
森川美絵,1999,1.在宅介護労働の制度化過程」『大原社会問題研究所雑誌』No.486
小川政二,1991,「家庭奉仕員派遣事業の実態と課題一i.河合.克義編著,『これからの在宅福祉サービス』
あけび書房
島津淳,1996,「福祉サービス供給体制と民間活力の導入」「社会福祉研究」No.68
シルバーサービス振興会,1995,「シルバーサービ.ス振興艮期構想検討事業報告書」社団法人シルバーサ
ービス振興会
醍醐聰,1998,「在院日数短縮化政策の虚実」『週問社会保liiN⑪.]974
武智秀z.1993,「ホームヘルパー派遣事業の実施構造」C刊 社会1`<6』Vo]'L9,Naz
武智秀之,1993,「福祉公社による在宅福祉サービス」今村.都南雄編著 『1一第三セクター」の研究』中央
法規
武智秀之,1996,『行政過程の制度分析』中央大学出版会
高野和良,1993,「在宅福祉サービスの存立構造.一一..「福祉公社」の現状 と課題」r刊 社会保障研究』Vo],
zs,No.z
宇野裕 、1998,「公的介護保険 と民間事業者の参人....・介護報酬の設定に向けて一」『逓刊社会保障』Nn.
rsn
矢野聡,1993,「在宅介護サービ.スの民間市場における動向」『季刊社.会保障研究」…Vol.29,No.2
横山寿一,1995,「「民活福祉.1の現段階をどう読むか..1『賃.金と社会保障』Nn.1158
全国社会福祉協議会編,1985,『在宅福祉供給システムの研究・』..・武蔵野市福祉公社評価研究委員会報告
一』社会福祉法人全国社会福祉協議会
全国社会福祉協議会編,/996,「「住民参加型fit宅福祉サービス団体の運営等のあり方に関する調査研究」
中聞報告書』社会福祉法人全国社.会福祉協議会
一zoo一
